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令和2年2月市議会建設水道委員会資料

第45号議案長崎市営住宅条例の一部を改正する条例
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長崎市営住宅条例の改正理由

民法の一部改正に伴い、公営住宅法第32条第3項に規定する不正入居者(※)

に対する明渡し時の損害賠償額算定に係る利息の適用利率が、現在の「年五分の割

合」から「法定利率」に改正され、併せて3年ごとに見直される変動性となることに

伴い、長崎市営住宅条例第42条第3項において、不正入居者に対する明渡し請求

時の損害賠償請求額算定に同利率を用いているため、一部改正を行うもの。

※不正入居者の例

・収入要件など、入居資格を偽って入居した者

・入居者以外の者を市の許可無く同居させている者

2 民法の改正内容

(1)民法の一部を改正する法律(平成29年法律第44号)

公布年月日平成29年6月2日

施行年月日令和2年4月1日

(2)民法の一部改正に係る新旧対照表

6去定利率)

第四百四条利息を生ずべき債権につ

いて別段の意思表示がないときは、

その利率は、年五分とする。

現イテ

3 長崎市営住宅条例の改正内容

(1)改正内容

長崎市営住宅条例第42・条第3項に規定する、不正入居者に対する明渡し請求

時の損害賠償請求額算定に係る利率について、次のとおり改正する。

改正前「年五分の割合」

改正後.「法定利率」

*「法定利率上民法に規定される法定利率(令和2年度からの3年間は

年3パーセント)

(法定利率)

第四百四条利息を生ずべき債権について

別段の意思表示がないときは、その利

率は、その利息が生じた最初の時点に

改正後

おける法定利率による。

2 法定利率は、年三パーセントとする。

3 前項の規定にかかわらず、法定利率

は、法務省令で定めるところにより、

三年を一期とし、一期ごとに、次項の

規定により変動するものとする。

4~5 (略)
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(2)施行期日

令和2年4月1日

不正入居者に対する明渡し時の請求額算定例

J

(算定例) ノ

4

不正入居した日

期間 A

(期間Aに係る近傍同種の住宅の家賃※

期間Aで請求できる額

2

゛

(期間Aに係る近傍同種の住宅の家賃※

期間Aに係る支払済家賃)

1遥乳壮H¥畔T字kキ費〒

明渡請求日

州*ゴ,6^

期間Aに係る支払済家賃)

X法定利率汽年5船→年3妬勇

(請求の性質)
0入居日から明渡請求日までの居住期間

に不当に得た利益に対しての損害賠償請

期間 B

.

【算定事例】

近傍同種の住宅の家賃 50,000円
当該市営住宅の家賃 30,000円
不正入居日から明渡請求日まで 6力月

①不正入居日が令和2年3月31日までの
場合の、明渡請求日までの請求額
(50,000円一30,000円)× 6 力月
十(50,000円一30,000円)× 12 力月
X O.05 × 6 力月/12 力月= 126,000円

(最大で)近傍同種の住宅の家賃※ X2

期間Bで請求できる額

明渡日

(請求の性質)

0不正入居者の速やかな退去の促進

0明渡債務の債務不履行に基づく損害賠償

請求

②不正入居日が令和2年4月1日以降の
場合の、明渡請求日までの請求額
(50,000円一30,000円)× 6 力月
十(50,000円一30,000円)× 12 力月
XO.03 × 6 力月/12 力月= 123,600円

【算定事伊1】

近傍同種の家賃

明渡請求日の翌日から明渡日まで3力月

50,000円 X3 力月 X 2=300,000円

50,000円

※近傍同種の住宅の家賃

公営住宅法施行令第 3 条に定める算定方

法により毎年算出される家賃。(近隣の民間

賃貸住宅家賃相当額)

丞
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5 長崎市営住宅条例新旧対照表

(公営住宅の明渡請求)

第42条市長は、入居者が次の各号のいず

れかに該当する場合において、当該入居

者に対し、当該公営住宅の明渡しを請求

することができる。

①不正の行為によつて入居したと

き。

②~⑤(略)

2 (略)

3 市長はL 第1項第1号の規定に該当す

ることにより同項の請求を行つたとき

は、当該請求を受けた者に対して、入居

した日から請求の日までの期間について

は、近傍同種の住宅の家賃の額とそれま

でに支払を受けた家賃の額との差額に、年

弓分ゐ割谷による支払期後の利息を付し

現 行

(公営住宅の明渡請求)

第42条市長は、入居者が次の各号のい

ずれかに該当する場合において、当該

入居者に対し、当該公営住宅の明渡し

を請求することができる。

(1)不正の行為によつて入居したと

き。

②~⑤(略)

2 (略)

3 市長は、第1項第1号の規定に該当

することにより同項の請求を行つたと

きは、当該請求を受けた者に対して、

入居した日から請求の日までの期間に

ついては、近傍同種の住宅の家賃の額

とそれまでに支払を受けた家賃の額と

改正後(案)

た額の金銭を、請求の日の翌日から当該

公営住宅の明渡しを行う日までの期問に

ついては、毎月、近傍同種の住宅の家賃

の額の2倍に相当する額以下の金銭を徴

収することができる。

(略)4~6

よる。

の差額に法定利率による支払期後の利

息を付した額の金銭を、請求の日の翌

日から当該公営住宅の明渡しを行う日

までの期間については、毎月、近傍同

種の住宅の家賃の額の2倍に相当する

額以下の金銭を徴収することができ

る。

4~6

附則

(施行期日)

(略)

3

この条例は、令和2年4月1日から

施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の日前に到来した支

払期に係るこの条例による改正前の長

崎市営住宅条例第42条第3項に規定

する利息、については、なお従前の例に


